


１. 資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人
２.【令和７年４月１日以後開始事業年度から適用】前事業年度に外形標準課税の対象であった法人で、当事
　業年度に資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額（以下「払込資本の額」という。）が10億円超
　の法人（経過措置あり）
３.【令和８年４月１日以後開始事業年度から適用】払込資本の額が50億円超の法人等（特定法人）の100％子
　法人等のうち、資本金１億円以下で、払込資本の額が２億円超の法人

　平成31年度税制改正により、令和元年10月１日以後に開始する事業年度から、地方間の税源偏在を是正するために、
特別法人事業税が創設されました。特別法人事業税は国税ですが、法人事業税と併せて都道府県への申告が必要となり
ます。
　また、地方法人特別税については、令和元年９月30日以前に開始する事業年度をもって廃止されました。
　なお、廃止後であっても令和元年９月30日までに開始する事業年度の申告等については、地方法人特別税に関する規
定はなお効力を有することとされていますので、ご注意ください。

特別法人事業税又は地方法人特別税について

　課税標準を付加価値額とする「付加価値割」、資本金等の額とする「資本割」があり、法人の事業活動の規
模を外的に示す基準によって法人事業税を課すことから「外形標準課税」と呼ばれます。

付加価値割・資本割の仕組み

対象法人

外形標準課税の概要

■特別法人事業税
　令和元年10月1日以後に開始する事業年度

■地方法人特別税
　平成20年10月1日から令和元年9月30日までに開始する事業年度に係る法人事業税及び平成20年10月1日から平成22年
　9月30日までの解散等（合併による解散を除く）による清算所得に対する法人事業税に併せて適用されます。
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